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ケインズ政策と公共選択＊

　本稿の目的は,公共選択論に依拠した新たな総合政策論の視点から,ケインズ政策を再検討

することにある。共通のマクロ経済理論を前提にしたとしても,政策決定主体とその目的と政

策手段と政策評価が異なれば,マクロ経済政策の公共選択に違いが生ずることが明らかにされ

る。また,ケインズ政策の有効性が非常に特定化された政策過程に関する仮説に依拠している

点が示唆される。

Ⅰ．はじめに

　ケインズ政策とは,「有効需要の原理」とい

う理論的枠組みを前提として,公平無私な慈悲

深き政府が,完全雇用国民所得を達成するため

に実施するマクロ経済政策である。第二次世界

大戦以降,ケインズ政策の有効性は,マネタリ

ストや合理的期待形成学派から批判がなされ,

マクロ経済政策の大きな争点になった。そうし

た経済理論上の論争に加え,ケインズ政策をめ

ぐる政策運営の政治決定のバイアスが公共選択

論から指摘されてきた。Ｂuchanan　and　Ｗag-

ner(1977)によるフィスカル・ポリシーの赤

字バイアスの指摘や,Nordhaus(1975)等の政

治的景気循環の議論である。

　これらの議論は,公平無私な慈悲深き政府が

景気安定という公共目的を達成する手段として

マクロ経済政策を策定する,という前提そのも

のを否定する。すなわち,これらの議論は,有

権者・政治家・官僚といった政治過程における

行動主体が各々の私的利益を増大させるための

一手段としてマクロ経済政策を利用する,と想

定する。その後,Ａlesina(1987),Ｗaller(1989),

Ｇrossmann(1990)等を契機にして,財政当局

と金融当局の政策対立や中央銀行の政策選択行

動等についても,公共選択論の枠組みを用いた

分析がいろいろなされている。

　本稿の目的は,公共選択論に依拠した新たな

総合政策論の視点から,ケインズ政策を再検討

することである。本稿でいう総合政策論とは,

ある社会において「だれが,いつ,いかなる状

況のもとで,何のために,いかに,どのような

政策すなわち社会の意識的な方向付けを,立案

し,提案し,審議し,決定し,実施し,評価す
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るのか(あるいは,すべきなのか)」という問題

意識に基づいて,現実の社会システムの中で解

決すべき課題を見出し,人々と意見交換しなが

ら,さまざまな角度から分析した知見を総合化

して課題を取り巻く全体像を把握し,実現可能

な解決策を探求するものである」(横山,199

6：27)。

　本稿の構成は,以下のとおりである。まず,

横山(1991),Ｄetken　and　Ｇartner(1992),

Ｇylfason　and　Ｌindbeck(1994)に基づき,マク

ロ経済政策の公共選択分析の基礎となる標準的

なマクロ経済理論をⅡ節で示し,Ⅲ節ではマク

ロ経済政策に関する政策決定主体と政策評価主

体の行動を分析する筆者の公共選択モデルを展

開する。Ⅳ節では,上述の総合政策論において

Ⅱ節のマクロ経済理論とⅢ節の公共選択モデル

がどのように位置づけられるのかを明らかにし

て,「ケインズ政策の再検討」という政策課題

がもつ多元性ないし複雑性を論及する。そして

結論は,本稿で提示した総合政策論の視点が,

今後のマクロ経済政策の策定でいかに役立つの

かを指摘する。

Ⅱ．標準的マクロ経済理論

　ケインズ政策の理論的基礎を与える伝統的な

ＩＳ－ＬＭモデルから,財市場と貨幣市場を均衡さ

せる実質国民所得と物価やインフレ率との関係

を表す総需要関数やインフレ総需要関数が導出

される。また,不完全雇用均衡を含めた労働市

場の均衡から導出される総供給関数や,期待

フィリップス曲線とオーカンの法則から導かれ

るインフレ総供給関数ないしルーカス型総供給

関数は,それぞれ実質国民所得と物価やインフ

レ率との関係を示すものである。

　横山( 1 9 9 1 )は ,マクロ経済政策の公共選択

に関わるすべての行動主体が,現実の経済世界

を一般型の総需要関数と総供給関数で表される

マクロ経済体系として認識している,と仮定し

ている。ＩＳ－ＬＭモデルが経済理論として正しい

かどうかは重要でなく,マクロ経済政策の選択

に登場する各主体の経済観がＩＳ－ＬＭモデルのケ

インズ体系に基づいていることが重要なのであ

る。横山(1 9 9 1：4 4 )では,人々の信じる封鎖

ケインズ体系は次のとおりに仮定される。

　通常の記号法に従って，ｙ=実質所得，Ｓ＝貯

蓄，Ｉ＝投資，Ｔ＝租税，r＝利子率，Ｇ＝政府支

出，Ｍ＝貨幣供給量，Ｐ＝物価である。また，

Ｓ，Ｉ，L，ｆに下添字の付いたものは偏微分ない

し微分を示す。

　ここでＰだけが変化したときＩＳ－ＬＭの均衡実

質所得がいかに変化するかは，Ｔ，Ｇ，Ｍを無視

して(1)，(2)を全微分することで導出できる。

を得る。この(4)示されるｙとPの関係から,総

需要関数が導かれる。

　また,(3)は総供給関数を表す。Ｇylfason and

Ｌindbeck(1994)は,こうした総需要関数と総

供給関数を次のように極めて単純化したマクロ

経済体系で,マクロ経済政策の公共選択分析を

している。

ここでＷ＝賃金であるが,（3-1）と（4-1）の
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変数は対数変換されたもので,それぞれの式は

総供給関数と総需要関数である。

　他方,Ｄetken　and　Ｇartner(1992)は,イン

フレ総供給関数とインフレ総需要関数を基礎と

するマクロ経済体系を,次のように想定する。

ここで，ｙｔ＝ｔ期の実質国民所得，y
＊＝完全雇用

国民所得，πｔ＝ｔ期のインフレ率，Ｅ(πｔ)＝ｔ期

の期待インフレ率，ｍｔ＝ｔ期の貨幣供給増加

率ｂｔ＝ｔ期の拡張的財政政策変化率である。(４

-２)のインフレ総需要関数では，需要サイドに

おける均衡国民所得は，実質貨幣供給量が増大

するか拡張的なフィスカル・ポリシーが実施さ

れれば前期の国民所得を上回ることが表されて

いる。

　しかし，このようなインフレ総需要関数で

は，明示的な政府支出や租税の増減の効果が分

析できないし，次の節で考察する政策決定主体

としての財政当局の行動を財政赤字との関連で

考察することはできない。そこで，本稿では次

のようなインフレ総供給関数とインフレ総需要

関数を基礎とするマクロ経済体系を想定する。

ここで，△Ｇｔ＝Ｇｔ－Ｇｔ－１＝ｔ期の政府支出の増分，

△Ｔｔ＝Ｔｔ－Ｔｔ－１＝ｔ期の租税の増分，π１＝t期の

インフレ率=△Ｐｔ／Ｐｔ－１＝（Ｐｔ－Ｐｔ－１）／Ｐｔ－１，

ｍｔ＝ｔ期の貨幣供給増加率＝△Ｍｔ／Ｍｔ－１＝

(Ｍｔ－Ｍｔ－１）／Ｍｔ－１である。

Ⅲ．公共選択モデル

　本節の考察は，付録で詳しく分析するマクロ

経済政策の公共選択に関する代替的なモデルに

基づくものである。まず，各モデルに共通する

２つの仮定を確認しておこう。

仮定１：マクロ経済政策の公共選択に関与する

　　すべての主体は，Ⅱ節で示した(3-3)のイ

　　ンフレ総供給関数と(4 - 3 )のインフレ総

　　需要関数で表されるマクロ経済体系を共通

　　認識として有している。

仮定２：有権者は皆，同質で，インフレ率の増

　　大に対してはマイナスの評価をし，実質国

　　民所得の増大についてはプラス評価する。

この仮定２は，Ｎordhaus(1975)，Ｂackus　and

Ｄriffi11(1985)など多数の政治的景気循環の先

行研究に従っており，本節では妥当なものであ

るとしよう。この仮定は，暗黙の内に，有権者

がマクロ経済政策の政策評価を行う中心的な主

体であることを想定するとともに，インフレ率

と実質国民所得に関する正しい情報が費用がか

からず入手できることを想定している。

　ここで，マクロ経済政策の政策決定主体の行

動を考えてみよう。Ⅰ節のはじめに指摘したよ

うに，ケインズ政策において暗黙に想定されて

いる政策決定主体は，公平無私な慈悲深き政府

で，有権者の効用の最大化を目指す。これに対

し，公共選択論で想定する政策決定主体は，政

権維持を目指し過半数の投票獲得を目的とする

政権担当政党や，マクロ経済政策の政策 効果や

政策手段自体から独自の私的利益ないし効用を

得る財政当局や金融当局である。こうした主体

の目的は，有権者の効用の最大化ではなく自ら

の効用の最大化なのである。さらに，ケインズ

政策で考えられる有権者は，マクロ経済政策の

政策効果として実現される国民所得やインフレ
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率だけに関心があるのではなく，Ｂu c h a n a n

and Ｗagner(1977)が鋭く指摘したようにマク

ロ経済政策手段そのものにも大きな関心を寄せ

ている。

Ⅲ－１　ケインジアンの世界

　まず，ケインズ政策の有効性を主張するケイ

ンジアンの世界を考察しよう。付録で明らかに

したように，ケインズ政策の有効性を主張する

人々が信じる政府行動のもとでは，いかなる政

策手段を用いるにせよ，短期均衡ではなく，現

実のインフレ率が期待インフレ率と一致する長

期均衡として，有権者の効用を最大にする完全

雇用国民所得とインフレ率ゼロを達成すること

ができる。有権者の無差別曲線は，横軸に実質

所得と縦軸にインフレ率をとった図１に示され

るように，(ｙ＊，０)を至福点とする楕円で表せ

る。図１のＳ線は(３－３)式を表すインフレ総供

給曲線である。Ｄ線は(４－３)式で表される任意

のインフレ総需要曲線である。任意という意味

は，政策変数(ｍ，ΔＧ，ΔＴ)の値いかんでＤ線

はシフトするということである。

　期待インフレ率が一期前の現実のインフレ率

のとき，今期のインフレ総供給曲線は，Ｓ線に

固定される。短期的には，経済はこの短期総供

給曲線上でしか達成しえない。この制約の下で

有権者の効用を最大にする短期均衡点は，図１

のＥ０である。短期において慈悲深き政府は，こ

の短期均衡点を達成するようなマクロ経済政策

を実施する。この政府の政策対応は，インフレ

総需要曲線がこの短期均衡点Ｅ０を通るようにす

ることに他ならない。

　この短期における均衡国民所得と均衡インフ

図1
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レ 率 は ，付 録 の ( Ａ ４ ) ( Ａ ５ )式 で示 さ れ る よ う

に政策変数に依存し， ［ ｙ（ｍ，ΔＧ，ΔＴ），π

（Ｍ，△Ｇ，△Ｔ）］で示される。短期均衡がＥ０である

ので，今期の現実のインフレ率はπ０となり，

これが来期の期待インフレ率となる。したがっ

て，来期のインフレ総供給曲線は，図１のＳ１と

なる。この来期におけるインフレ総供給曲線と

いう制約の下で有権者の効用を最大にする短期

均衡点は，Ｅ１となる。このような短期均衡点の

軌跡を示したのが，図１の直線ψである。この

直線の関係式は，付録の（Ａ６）式で示される。

　つまり，π－１→Ｓ線→Ｅ０→Ｓ１線→Ｅ１→…

の過程を経て，インフレ総供給曲線が有権者の

至福点（ｙ＊，０)を通るＳ＊線のとき，有権者の

効用最大化だけを追求する公平無私な慈悲深き

政府は，インフレ総需要曲線がこの点を通る

Ｄ＊線となるようなマクロ経済政策を実施する

ことになる。

Ⅲ－２．ケインジアン対マネタリスト

　従来のケインジアン対マネタリストの論争

は，（４－３）式で表わされるインフレ総需要関数

のパラメーターの単なる想定の違いに過ぎない

のである。両者とも，有権者の効用最大化だけ

を追求する公平無私な慈悲深き政府を前提にし

ている。ケインジアンはφ＝０と特定化するの

に対し，マネタリストはε＝τ＝０と特定化し

ている。各々の特定化されたインフレ総需要関

数のもとで，ケインジアンが財政政策手段の有

効性を主張し，マネタリストは金融政策手段の

有効性を主張してきたのである。

Ⅲ－３．政権担当政党の行動

　公共選択論における政党行動の分析は，政党

は得票最大化行動をとるというＤowns(1957)

モデルに原点がある。このような政党行動に従

えば，すべての政党が，有権者の至福点（ｙ＊，０)

を達成するという公約を掲げることになる。し

かし，Ｌindbeck　and　Ｗeibull(1993),Ｉhori　and

Ｙokoyama(1997)で分析しているように，政

権の座にある政権担当政党は，得票の最大化よ

り，むしろ過半数の支持得票率を確保すること

を制約条件として，自らのイデオロギーなり支

持母体である特定利益集団の特殊利益を最大限

達成しようとするであろう。

　こう仮定した方が現実的だとすれぽ，政権担

当政党は，至福点（ｙ＊，０)の達成を目指すより

も，有権者の支持を過半数獲得できるような満

足水準の効用Ｕ＝Ｕ＊を達成するようなマクロ

経済政策を採用することになる。こうした行動

をとる政権担当政党が政策決定主体だとすれ

ば，図１のＥＰを達成する政策を実施することに

なる。この点は，今期のインフレ総供給曲線Ｓ

と有権者の無差別曲線Ｕ＊との交点である。こ

の点を通る水平線とｙ＝ｙ＊の垂直線との交点を，

来期のインフレ総供給曲線が通る。この来期の

インフレ総供給曲線と有権者の無差別曲線Ｕ＊

の交点ＥＰ１を達成する政策が，来期実施される

ことになる。

　いずれにせよ，こうした行動をとる政権担当

政党が実施するマクロ経済政策は，有権者の至

福点（ｙ＊，０)の達成をすることはないのであ

る。

Ⅲ－４．財政当局の行動

　これまでは，財政当局の行動を無視してきた。

しかし，現実世界をみれば，財政当局の政策評

価は，有権者や慈悲深い政府や政権担当政党と

必ずしも同じではない。付録で示したように，

財政当局が独自の政策評価をするということ

は，有権者とは違う効用関数を財政当局がもっ

ていることを意味する。

　財政当局の関心事は，インフレ率よりも財政

赤字である。Ｉshi　and　Ｉhori(1992)は，財政赤

字に対してマイナスの選好をもつ財政当局を想

定して，そうした選好をもつ大蔵省と有権者の

選好を反映させる自民党との交渉モデルを検討

しているが，明示的にマクロ経済政策の決定問

題を取り扱っていない。
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　本稿では，財政当局が自由にできる財政政策

をいかに用いて自らの効用関数を最大にするか

を分析し，貨幣供給量の変化を通じて金融政策

を実施する金融当局と相互にどのような対応行

動をとるのか明らかにする。まず始めに，財政

当局の政策決定行動を考察しよう。

　財政当局の効用は，今期の財政赤字と実質国

民所得の大きさに依存して，付録の(Ａ１Ｖ)式

で与えられると仮定する。また，先の記号法で

は，△Ｇｔ＝Ｇｔ－Ｇｔ－１＝ｔ期の政府支出の増分，△

Ｔｔ＝Ｔ－Ｔｔ－１＝ｔ期の租税の増分であるので，

Ｄｔ＝Ｇｔ－Ｔｔをｔ期における新規公債発行額とし

て，本稿ではこれを財政赤字としよう。ただ

し，政府支出には公債償還・利払いを含めて考

えておく。

　新規公債発行額と政府支出の増分と租税の増

分の関係は，(Ａ７)で与えられる。インフレ率

に関心のない財政当局の政策決定行動は，付録

で導出したように，(Ａ４)と(Ａ７)を制約条件

とした効用(Ａ１Ｖ)の最大化で示せる。このと

き，財政当局自体の最適点(ｙ＊
ｖ，Ｄ＊

ｙ）を達成す

るための最適財政政策は，(Ａ４)でｙ＝ｙ＊
ｖを，

(Ａ７)でＤ＝Ｄ＊
ｖを両立させるΔＧとΔＴであ

る。

Ⅲ－５．金融当局の行動

済政策に関する政策決定行動とみなすことも当

然できる。本稿のモデルでは，有権者，金融当

局，そして時として自らの至福点をもつ政権担

当政党は，パラメータが違うだけで同型の効用

関数をもつことになる。ただし，有権者は自ら

が政策決定をできない点，金融当局の独立性の

なさや政策手段が貨幣供給量の操作に限定され

ている点で，政権担当政党は政策決定能力にお

いてかなりの比較優位をもつ。

　しかし他方，政権担当政党も，そのマクロ経

済政策運営に必要な知識や情報が欠如している

可能性が高い。もし財政当局が専ら財政赤字の

削減だけに固執したマクロ経済政策を実施する

としたら，政権担当政党は自らの政権維持が危

うくなる恐れもある。そこで，政権担当政党は

金融当局に金融政策に関する独占的執行権を与

え，財政当局のマクロ経済政策の独占を牽制さ

せるかもしれない。あるいは，財政当局のマク

ロ経済政策に対応して，政権担当政党は自らの

効用を最大にするような政策手段として金融政

策の政策決定権をコントロールするために，中

央銀行総裁の実質的な選任権をもつような努力

をする可能性もある。

　そこで，本節の最後に，財政当局と金融当局

(政権担当政党の代理人かもしれない)との政

策決定に関するナッシュ均衡を考察しておこう。

　金融当局の政策評価は，財政赤字よりむしろ

インフレ率に専ら重心をおく。このように想定

することは，かなり現実妥当性がある。付録で

示したが，有権者と同じように，金融当局はマ

クロ経済についての制約 (Ａ ４ ) と (Ａ ５ )の下で

自らの効用(Ａ１Ｗ)の最大化を図るとする。こ

の分析は，先のケインジアンの世界で，制約

（Ａ４）と（Ａ５）の下で有権者の効用最大化を図

る慈悲深い政府の政策選択の応用である。有権

者の至福点（ｙ＊，０ )ではなく，金融当局自身の

至福点(ｙ＊
Ｗ，π

＊
Ｗ)が，金融当局の金融政策を通

して長期均衡として実現されることになる。

　この金融当局の政策決定行動は，そのまま自

分自身の至福点をもつ政権担当政党のマクロ経

Ⅲ－６．財政当局と金融当局とのナッシュ均衡

　すでに論じたように，財政当局は金融政策を

所与にして自らが良しとする財政赤字を基準に

した財政政策の選択をしている。金融政策mに

反応して最適なΔＧを選択する反応曲線の傾き

は，付録で導出した。また，金融当局は財政政

策を所与として自らの効用を最大にするような

金融政策を選択する。この金融当局の反応関数

の傾きも付録で示した。

　すると，図２のような反応曲線を描くことが

できる。この交点がナッシュ均衡として成立す

る。このナッシュ均衡は，財政当局と同型でパ

ラメータの違う効用関数をもつ政権担当政党
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と,独立性の極めて高い金融当局との最適反応

の均衡とも理解できる。ただし,政権担当政党

は,有権者の政策手段に対する選好を反映して

きな利益をうるとすれば,政権担当政党の至福

点における財政赤字Ｄ＊
Ｐは,財政当局が望まし

いと考える財政赤字Ｄ＊
Ｖとは異なる。

図2

Ⅳ．総合政策論からみたケインズ政策

　総合政策論とは何かは,筆者なりの暫定的定

義を与えた。この定義において強調すべき論点

は,「だれが,いつ,いかなる状況のもとで,何

のために,いかに,どのような政策を立案し,

提案し,審議し,決定し,実施し,評価するの

か(あるいはすべきなのか)」の総合的な政策

過程に関する問題である。いま少し議論を狭め

ると,政策主体・政策目的・政策手段・政策評

価を確定する問題である。ケインズ政策（ある

いはマクロ経済政策)の政策決定主体と政策評

価主体はだれか。その政策目的は何で,だれが

いかなる状況の下でいかに設定するのか。その

利用可能な政策手段は何か。また,その政策を

だれが評価するのか。

　こうした総合的な政策過程に関する問題の一

部について,前節では共通のマクロ経済理論を

前提にしたとしても,政策決定主体とその目的

と政策手段と政策評価が違えばマクロ経済政策

の公共選択にいかなる違いが出るかについて明

らかにした。そこでの示唆は,次のようになる。

ケインズ政策の有効性を主張する人々は,非常

に特定化された政策過程に関する仮説のもと

で,その有効性を主張しているということであ

る。他方,ケインジアンだけでなぐマネタリス

トも公共選択論者も含め,経済を研究する専門

家たちは,それぞれの主張の相対的位置づけを

常に明確にしておく必要があろう。

　これまでのケインズ政策に関する議論は,こ
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うした政策主体・政策目的・政策手段・政策評

価に関する確認作業を，一歩づつながら行って

きたのである。例えば，ＩＳ－ＬＭ分析におけるケ

インジアンとマネタリストの差異性はインフレ

総需要関数のパラメータの違いにすぎなく，政

策主体の目的は同じであくまで有権者の効用を

最大化することにあった。公共選択論の主張

は，この政策主体の目的に疑義を提出し議会制

民主主義社会におけるケインズ政策の限界を，

財政赤字バイアスをもたらすマクロ経済政策と

して明らかにしたのである。

　いま，ｘ (ｘεＸ )を任意のマクロ経済政策（Ｘは

政策集合）とする。そして，理論ｈ（ｈ＝１，

２，……)を前提とするときマクロ経済政策

ｘがもたらす政策結果を，Ｚｈ(ｘ)とする。理論は，

政策手段を政策結果に変換する関数Ｚｈとも理

解できるのである。さらに，政策結果を評価す

る主体や評価基準ｋ（ｋ＝１，２…）が違

えば評価関数Ｗｋも異なる。このとき，評価関

数Ｗｋによるマクロ経済政策xの政策結果の評価

は，

Ｗｋ[Ｚｈ(ｘ)]　　　　　　　　　　　　(6)

で示される。しかし，政策評価は，政策結果

Ｚｈ（ｘ）だけではなく政策手段つまり政策ｘについ

てもなされる。したがって，

が，理論ｈと評価主体ないし評価基準ｋのもとで

なされるマクロ経済政策Xに対する評価にな

る。ケインズ政策を再検討するとき重要な視点

は，この(7)式にある。

Ⅴ．むすび

　本稿の目的は，公共選択論に依拠した総合政

策論の視点から，ケインズ政策を再検討するこ

とであった。いま支配的である標準的マクロ経

済理論については同じだとしても，政策決定主

体と政策評価主体の違いや，政策目的の違い

で，異なる政策評価が出てくる。また，いかな

る政策決定主体がどのような政策手段を独占的

に用いるかによって，政策結果が異なり必然的

に政策評価も異なる。さらに，政策結果だけで

なく政策手段そのものに対しても，政策評価が

なされる。

　これまでのケインズ政策をめぐる人々のさま

ざま評価は，こうした総合的な政策過程におけ

る理論・政策主体・政策目的・政策評価などに

関して，異なる視点からなされてきたのである。

本稿では，同一のマクロ経済理論を採用し，し

かも政策手段としては貨幣供給量，政府支出，

租税だけしか検討しなかった。マクロ経済理論

は同じだとしても，例えばインフレ総供給関数

をシフトさせうるような供給サイドの政策変数

を明示的に検討すれば，違ったマクロ経済政策

の評価が可能になる。より具体的にいえば，技

術革新等を促進するようなマクロ経済政策手段

は生産関数をシフトさせ，インフレ総需要関数

を通した政策対応だけでなくインフレ総供給関

数をも政策的にシフトできるので，異なったマ

クロ経済政策の処方筆も描ける。

　いずれにせよ，マクロ経済政策とりわけケイ

ンズ政策の再検討は，こうした総合政策論の視

点からいま一度再整理する価値があろう。

Ｗｋ[Ｚｈ(ｘ),ｘ]　　　　　　　　　　(7)
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付　録

　この付録では，マクロ経済政策の公共選択モ

デルを展開する。

　本文Ⅲ節冒頭で述べたように，すべての主体

のマクロ経済観は，Ⅱ節の(３－３)と(４－３)の

インフレ総供給関数とインフレ総需要関数で表

される。Ｇylfason　and　Ｌindbeck(1994)に従っ

て，単純化のため，有権者は次のような特定化

された効用関数をもつと仮定する。

以下では，t期における変数を示す下添字ｔも省

略する。ここで，Ｕは有権者の効用，ｙ＊
ｕとπ

＊
ｕ

は外生的に与えられた有権者の目標実質国民所

得と目標インフレ率で，ｕとｑは正のパラメー

ターである。Ｕ１＝∂Ｕ／∂(ｙ－ｙ
＊
ｕ)のように，

効用関数の第１変数に関する偏微分は，通常の

記号法に従い下添字で表す。このとき

である。もしｙ＊
ｕ＝ｙ＊でπ＊

ｕ＝０ならば，(Ａ１)か

ら(Ａ３)は，

となる。有権者の効用関数が(Ａ１－１)のとき，

彼の無差別曲線は図１のように，（ｙ＊，０ )を中心

とする楕円で表せる。

　図１のＳ線とＤ線は，本文の(3-3)と(4-3)

式を表すインフレ総供給曲線とインフレ総需要

曲線であり，その交点は需給を均衡させる(ｙ，

π)である。この均衡点は，(3-3)と(4-3)と

を連立させる（ｙ，π）で，次式で与えられる。

以下では，マクロ経済政策の政策決定主体の行

動の違いを明確にするモデルを示す。

(1) 公平無私な慈悲深き政府

　本文Ⅰ節のはじめに指摘したように，ケイン

ズ政策の有効性を主張する人々によって暗黙に

想定されている政策決定主体は，公平無私な慈

悲深き政府で，有権者の効用の最大化を目指す。

この政府の行動は，任意の政策手段（ｍ，△Ｇ，

△Ｔのいずれか)に関して，(Ａ４)と(Ａ５)を

制約条件として，(Ａ１－１)を最大化することで

ある。この最大化の必要条件を求めると，

を得る。これは，図１の直線ψで示される。こ

の直線は，各期の期待インフレ率（本稿では前

期の現実のインフレ率と想定している）に対応

する短期的なインフレ総供給曲線と有権者の無

差別曲線の接点の軌跡である。この直線上に，

短期のマクロ均衡点がすべて存在し，現実のイ

ンフレ率が期待インフレ率と一致する長期で

は，有権者の至福点（ｙ＊，０)が慈悲深い政府の

マクロ経済政策によって実現される。

(2) 政策指向型の政権担当政党

　政権担当政党が有権者の効用を最大にすると

は，必ずしもいえない。政権担当政党は，有権

者が最も選好する政策を目指すのではなく，過
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ここで，

半数の支持得票率を確保できれば有権者が望む

マクロ経済政策以外の経済政策を追求するかも

しれない。この行動は，

と定式化できる。ただし，Ｕ＊は有権者の支持を

過半数獲得できるような有権者の効用水準であ

る。ここで過半数獲得できるとは，代表的有権

者が50％を越える確率で政権担当政党に投票す

ることになるという意味である。

(3) 財政当局

　財政当局は，次のような自らの効用関数を最

大にするように，財政政策を実施すると仮定す

る。

を最大化する。この1階の必要条件は，

となる。これは，慈悲深き政府のケースにおけ

る(Ａ６)に対応する。つまり，慈悲深き政府の

ケースでは，π＊
Ｗ＝０とｙ＊Ｗ＝ｙ＊で，パラメータ

のＵｗとｑｗの下添字をとったものに他ならない。

(5) 財政当局と金融当局のナッシュ均衡

金融政策ｍが与えられいるとき，そのｍに反応

して財政当局が自らの効用を最大にするような

財政政策△Ｇをいかに選択するかは，(Ａ８)の

Ｄとｙに(Ａ４)と(Ａ７)を代入して△Ｇについて

解けばよい。いま，この解について，ｍと△Ｇ

とだけに着目して△Ｇをｍで偏微分すると，

である。Ｄは，Ｇｔ－Ｔｔでｔ期における新規公債発

行額である。このとき，最大化間題は，(Ａ４)

と(Ａ７)の制約の下で，(Ａ１Ｖ)を△Ｇに関して

最大にすることである。この1階の必要条件

は，

である。

(4) 金融当局

　金融当局金融当局の効用関数は，

で与えられる。金融当局は，金融政策手段ｍに

関して，(Ａ４)と(Ａ５)の制約の下で(Ａ１Ｗ)

を得る。

　他方，金融当局についても同様にして，任意

の財政政策△Ｇに対する金融当局の最適な金融

政策ｍは(Ａ９)を満たすものであるので，(Ａ９)

のπとｙに(Ａ４)と(Ａ５)を代入してｍについ

て解けばよい。そして(Ａ10)に対応するもの

を求めると，

が得られる。(Ａ10)は，横軸mと縦軸△Ｇの図

2に示された財政当局の反応曲線Ｒ(ｍ)の傾き

であるし，(Ａ11)は図２に示された金融当局の

反応曲線Ｒ(△Ｇ)の傾きの逆数である。両反応曲

線の傾きを比較すると，もし [ (λ＋φ ) ２＋λ２

ε２ｕｖ］＞λεｕｖが成立するならば，つまりλε

＞１あるいは［(λ＋φ)２＋λ２ε２ｕｖ］－λεｕｖ＝

Ｆ (ε )をεの２次式とみなし判別式が頁の条件

を満たすｕｖ＞４φ
２であれば，
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であるので，図２のように金融当局の反応曲線

の方が財政当局の反応曲線よりも傾きが急にな

る。

両反応曲線の交点ＥＮが，ナッシュ均衡であ

る。図2では内点解を示しているが，当然のこ

とながら，端点解の場合もありうる。
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